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 許可の対象となる行為は土地の形質変更（宅地造成、特定盛土等）及び土石

の堆積があり、それぞれの規制対象行為ごとの手続きフローは次のとおり。 
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 標準処理期間は、申請が到達してから当該申請に対する処分をするまでに

通常要すべき標準的な期間のことです。 

 標準処理期間は、あくまで申請の処理にかかる期間の「目安」を定めたもの

なので、必ずしも標準処理期間内に申請に対する応答があるとは限りません。 

 また、添付書類や記載漏れ等の不備のある申請を補正するための期間は、標

準処理期間に含まれません。 

 宮城県では、盛土規制法に係る許可等の処分について、標準処理期間を次の

ように定めています。 

事 務 
標準処理 
期間 

土地の形質変更 

（宅地造成、 

特定盛土等） 

工事の許可 
（法第１２条第１項、法第３０条第１項） 

６０日 

森林法第 10 条の 2に規定する 
開発行為の許可を伴う場合 

９０日 

土石の堆積 
工事の許可 

（法第１２条第１項、法第３０条第１項） 
４０日 

※標準処理期間には、土日祝日などの閉庁日、補正に要する期間は含みませ

ん。 
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 許可の申請又は届出は、所定の様式に必要書類等を添付したものを提出す

ることにより行います。申請書は、正本及び副本の計２部を提出してくださ

い。 

 なお、次の事案については、許可申請書の受付部署と技術的審査を行う部署

が異なるため、許可までの処理機関短縮のため、正本１部、副本２部の計３部

の提出に御協力願います。 

 森林法第１０条の２による開発行為の許可と重複するもの 

 栗原市及び登米市内で行う盛土等（建築目的）の許可申請に係るもの 

 申請書の提出先は、次のとおりで、工事等を行う場所、面積によって異なり

ます。 

許可 建築宅地課 各土木事務所 

許可申請 
・市街化調整区域内 

・面積１０，０００㎡以上 

・面積１０，０００㎡未満 

（市街化調整区域内を除く） 

 

届出 建築宅地課 各土木事務所 

届出（第２７条第１項） ・市街化調整区域内 ・市街化調整区域内を除く 

 

申請窓口 

建築宅地課盛土対策班 
 022-211-3246 

10,000 ㎡以上 
市街化調整区域 

県内全域（仙台市を除く） 

大河原土木事務所行政班 
0224-53-3903 

10,000 ㎡未満 
（市街化調整区
域を除く） 

白石市、角田市、蔵王町、七ヶ宿町、大河
原町、村田町、柴田町川崎町、丸森町 

仙台土木事務所行政第 2班 
022-297-4118 

塩竈市、名取市、岩沼市、亘理町、山元町、
富谷市、大和町、大郷町、大衡村、多賀城
市、松島町、七ヶ浜町、利府町 

北部土木事務所行政班 
0229-91-0732 

大崎市、加美町、色麻町、涌谷町、美里町 

栗原地域事務所行政班 
0228-22-2174 

栗原市 

東部土木事務所行政班 
0225-94-8692 

石巻市、東松島市、女川町 

登米地域事務所行政班 
0220-22-2494 

登米市 

気仙沼土木事務所行政班 
0226-24-2539 

気仙沼市、南三陸町 
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工事の許可申請又は届出に必要な書類は、土地の形質変更（宅地造成及び特

定盛土等）、土石の堆積ごとにことなっており、次表に示すとおりです。 

なお、官公庁等が発行する書類、土地所有者等の同意書等については、申請

時点の情報（最新の情報）が記載されたものを提出してください。 

 

 

 

 

 

 
 

① 許可申請書（規則様式第２） 

② 添付書類（図面） 
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③ 添付資料（各種書類） 

（※）設計者の資格は次のとおりで、１～８のいずれかの資格を有することを証明する書類を提

出してください。（宮城県が発行する「工事設計者登録証」（旧細則「宅地造成工事設計資格

者登録証」）又は仙台市が発行する「宅地造成等に関する工事の設計資格者登録証」でも

可） 



28 

 

 

④ その他知事が必要と認める書類 

 ①～③のほか、案件に応じて、追加で資料をお願いする場合があります。 
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① 許可申請書（規則様式第４） 

② 添付書類（図面） 
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③ 添付資料（各種書類） 

④ その他知事が必要と認める書類 

 ①～③のほか、案件に応じて、追加で資料をお願いする場合があります。 
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【法】 
（宅地造成等に関する工事の技術的基準等） 
第十三条 
１（略） 

２ 前項の規定により講ずべきものとされる措置のうち政令（同項の政令で都道府県の規則に委任した事項

に関しては、その規則を含む。）で定めるものの工事は、政令で定める資格を有する者の設計によらなけ

ればならない。 

【省令】 

（資格を有する者の設計によらなければならない措置） 

第二十一条 法第十三条第二項（法第十六条第三項において準用する場合を含む。次条において同じ。）の

政令で定める措置は、次に掲げるものとする。 

一 高さが五メートルを超える擁壁の設置 

二 盛土又は切土をする土地の面積が千五百平方メートルを超える土地における排水施設の設置 

（設計者の資格） 

第二十二条 法第十三条第二項の政令で定める資格は、次に掲げるものとする。 

一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学（短期大学を除く。）又は旧大学令（大正七

年勅令第三百八十八号）による大学において、正規の土木又は建築に関する課程を修めて卒業した後、

土木又は建築の技術に関して二年以上の実務の経験を有する者であること。 

二 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。次号において同じ。）におい

て、正規の土木又は建築に関する修業年限三年の課程（夜間において授業を行うものを除く。）を修め

て卒業した後（同法による専門職大学の前期課程にあつては、修了した後。同号において同じ。）、土木

又は建築の技術に関して三年以上の実務の経験を有する者であること。 

三 前号に該当する者を除き、学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治

三十六年勅令第六十一号）による専門学校において、正規の土木又は建築に関する課程を修めて卒業し

た後、土木又は建築の技術に関して四年以上の実務の経験を有する者であること。 

四 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和十八年勅令第三十六号）に

よる中等学校において、正規の土木又は建築に関する課程を修めて卒業した後、土木又は建築の技術に

関して七年以上の実務の経験を有する者であること。 

五 主務大臣が前各号に規定する者と同等以上の知識及び経験を有する者であると認めた者であること。 

【県細則】 

（資格者の登録） 

第十一条 令第二十二条に定める資格を有する者は、知事の登録を受けることができる。 

２ 前項の規定により登録を受けようとする者は、工事設計資格者登録申請書（様式第十一号）に履歴書及

び履歴を証明する書類を添付して知事に申請しなければならない。 

３ 知事は、第一項の規定により登録を受けた者に工事設計資格者登録証（様式第十二号）を交付する。 

 政令で定める資格を有する者は、工事設計資格者として県の登録を受ける

ことができます。登録を希望する方は、県細則様式第１１号により申請してく

ださい。登録された方には、工事設計資格者登録証を交付します。 

なお、改正前の県細則（宅地造成等規制法施行細則）第８条第１項の規定に

より県の登録を受けた方については、改正後の県細則第１１条第１項の登録

を受けたものとみなします。 

また、政令で定める資格を有する者であることについて、仙台市規則第５条

の規定により仙台市長の登録を受け、その旨を証する書類の交付を受けたと

きは、当該書類を省令第７条第１項第５号に掲げる書類とみなします。 

 登録の申請先は、宮城県土木部建築宅地課です。 

 

 

 
※登録は任意です。必須
のものではありません。 
申請先は建築宅地課です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※各土木事務所では、登
録申請の受付を行ってお
りません。 
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【手数料条例】 
(手数料の徴収) 
第二条 知事は、次の表の上欄に掲げる者から、それぞれ同表の中欄に掲げるときに、手数料を徴収する。
この場合において、当該手数料の額は、同表の上欄に掲げる者の区分に応じ、同表の下欄に特別の計算単位
の定めがあるものについてはその計算単位につき、その他のものについては一件につきそれぞれ定める額と
する。 
納入義務者 百九十二 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和三十六年法律第百九十一号）第十二条第一

項の規定に基づく宅地造成等に関する工事の許可又は同法第三十条第一項の規定に基づ
く特定盛土等若しくは土石の堆積に関する工事の許可を申請する者 

徴収の時期 申請するとき 
手数料の額 次に掲げる工事の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

１ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事 次に掲げる盛土又は切土をする土地の面積の
区分に応じ、それぞれ次に定める額 
イ 五百平方メートル以内のもの 一万六千円 
ロ 五百平方メートルを超え千平方メートル以内のもの 二万七千円 
ハ 千平方メートルを超え二千平方メートル以内のもの 三万七千円 
ニ 二千平方メートルを超え三千平方メートル以内のもの 五万四千円 
ホ 三千平方メートルを超え五千平方メートル以内のもの 六万七千円 
へ 五千平方メートルを超え一万平方メートル以内のもの 八万八千円 
ト 一万平方メートルを超え二万平方メートル以内のもの 十四万八千円 
チ 二万平方メートルを超え四万平方メートル以内のもの 二十二万五千円 
リ 四万平方メートルを超え七万平方メートル以内のもの 三十五万千円 
ヌ 七万平方メートルを超え十万平方メートル以内のもの 四十九万九千円 
ル 十万平方メートルを超えるもの 六十四万七千円 

２ 土石の堆積に関する工事 次に掲げる土石の堆積をする土地の面積の区分に応じ、それ
ぞれ次に定める額 
イ 五百平方メートル以内のもの 一万二千円 
ロ 五百平方メートルを超え千平方メートル以内のもの 一万四千円 
ハ 千平方メートルを超え二千平方メートル以内のもの 一万六千円 
ニ 二千平方メートルを超え三千平方メートル以内のもの 一万九千円 
ホ 三千平方メートルを超え五千平方メートル以内のもの 二万七千円 
へ 五千平方メートルを超え一万平方メートル以内のもの 三万円 
ト 一万平方メートルを超え二万平方メートル以内のもの 三万九千円 
チ 二万平方メートルを超え四万平方メートル以内のもの 五万二千円 
リ 四万平方メートルを超え七万平方メートル以内のもの 六万九千円 
ヌ 七万平方メートルを超え十万平方メートル以内のもの 十万三千円 
ル 十万平方メートルを超えるもの 十二万五千円 

 

許可申請にあたっては、規制対象行為、面積の区分によりそれぞれ次の手数

料が必要です。 

 面積区分 
土地の形質変更 

（宅地造成、特定盛土等） 
土石の堆積 

500 ㎡以内 16,000 12,000 

500 ㎡超 1,000 ㎡以内 27,000 14,000 

1,000 ㎡超 2,000 ㎡以内 37,000 16,000 

2,000 ㎡超 3,000 ㎡以内 54,000 19,000 

3,000 ㎡超 5,000 ㎡以内 67,000 27,000 

5,000 ㎡超 10,000 ㎡以内 88,000 30,000 

10,000 ㎡超 20,000 ㎡ 以内 148,000 39,000 

20,000 ㎡超 40,000 ㎡以内 225,000 52,000 

40,000 ㎡超 70,000 ㎡以内 351,000 69,000 

70,000 ㎡超 100,000 ㎡以内 499,000 103,000 

100,000 ㎡超 647,000 125,000 
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【手数料条例施行規則】 
(手数料の減免) 
第二条 知事は、別表の上欄に掲げる手数料の種類に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる要件に該当する場

合には、手数料に同欄各号に定める割合を乗じて得た額(別表十の項に掲げる手数料の場合、その額が二
千円を超えるときは、二千円)を免除するものとする。 
手数料の種類 手数料の種類 
七 表百九十
二の項から百
九十四の項ま
でに規定する
手数料 

１ 申請に係る工事が都市計画法(昭和四十三年法律第百号)に基づく一団地の住宅施設に
関する都市計画事業によるものであるとき 十割 

２ 申請に係る工事が新住宅市街地開発法(昭和三十八年法律第百三十四号)に基づく事業
によるものであるとき 十割 

３ 申請に係る工事が土地区画整理法(昭和二十九年法律第百十九号)に基づく事業による
ものであるとき 十割 

４ 申請に係る工事が住宅地区改良法(昭和三十五年法律第八十四号)に基づく事業による
ものであるとき 十割 

５ 申請に係る工事が都市再開発法(昭和四十四年法律第三十八号)に基づく事業によるも
のであるとき 十割 

６ 申請に係る工事が公営住宅法(昭和二十六年法律第百九十三号)に基づく事業によるも
のであるとき 十割 

７ 災害を受けた者が、自ら居住するため、必要な宅地造成又は特定盛土等に関する工事を
行う場合において、災害の止んだ日から六月以内に申請するとき 知事が定める割合 

 

 

 盛土規制法の申請手数料について、減免規定を設けており、申請に係る工事

が次の事業に該当する場合、手数料が免除されます。 

都市計画法に基づく一団地の住宅施設に関する都市計画事業 

 新住宅市街地開発法に基づく事業 

 土地区画整理法に基づく事業 

 住宅地区改良法に基づく事業 

 都市再開発法に基づく事業 

 公営住宅法に基づく事業  

 このほか、災害を受けた者が、自ら居住するために必要な宅地造成に関する

工事を行う場合において、災害の止んだ日から６ヶ月以内に申請する場合に、

知事が定める割合が減額又は免除されます。 
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【県細則】 

（許可申請の手続） 

第六条 法第十二条第一項本文又は法第三十条第一項本文の許可を受けようとする工事主は、当該許可に係

る工事の区域を工区に分けたときは、規則第七条第一項第一号若しくは第二項第一号の図面又は規則第六

十三条第一項第一号若しくは第二項第一号の書類に当該工区の位置、区域及び規模を明示しなければなら

ない。 

（完了検査の手続） 

第十六条 法第十七条第一項又は法第三十六条第一項の検査は、法第十二条第一項本文又は法第三十条第一

項本文の許可に係る工事の区域を工区に分けたときは、当該工区ごとに申請することができる。 

（中間検査の手続） 

第十七条 法第十八条第一項又は法第三十七条第一項の検査は、法第十二条第一項本文又は法第三十条第一

項本文の許可に係る工事の区域を工区に分けたときは、当該工区ごとに申請することができる。 

 県では、許可申請を行う際に、工事の区域を工区に分けたときは、工区の位置、

区域及び面積を明示することとしています。 

 申請を工区に分けて行った場合には、中間検査、完了検査についても工区ごと

に申請することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



35 

 

 

【法】 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の届出等） 

第二十七条 特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等又は土石の堆積に関する工事については、

工事主は、当該工事に着手する日の三十日前までに、主務省令で定めるところにより、当該工事の計画を

都道府県知事に届け出なければならない。ただし、特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害の発生のおそれ

がないと認められるものとして政令で定める工事については、この限りでない。 

【省令】 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の届出） 

第五十八条 特定盛土等に関する工事について、法第二十七条第一項の規定による届出をしようとする者

は、別記様式第十九の届出書に、次に掲げる書類を添付して、都道府県知事に提出しなければならない。 

一 第七条第一項第一号及び第六号から第八号までに掲げる書類（この場合において、同項第一号の表中

「申請書」とあるのは「届出書」と、同項第七号及び第八号中「許可を受け」とあるのは「届出をし」

と読み替えるものとする。） 

二 前号に掲げる書類のほか、都道府県が特定盛土等に関する工事の安全性を確かめるために特に必要

があると認めて規則で定める書類 

２ 土石の堆積に関する工事について、法第二十七条第一項の規定による届出をしようとする者は、別記様

式第二十の届出書に、次に掲げる書類を添付して、都道府県知事に提出しなければならない。 

一 第七条第二項第一号及び第四号から第六号までに掲げる書類（この場合において、同項第一号の表中

「申請書」とあるのは「届出書」と、同項第五号及び第六号中「許可を受け」とあるのは「届出をし」

と読み替えるものとする。） 

二 前号に掲げる書類のほか、都道府県が土石の堆積に関する工事の安全性を確かめるために特に必要

があると認めて規則で定める書類 

第七条  

１ （略） 

一 次の表に掲げる図面 
図面の種類 明示すべき事項 縮尺 備考 

位置図 方位、道路及び目標となる地物 
一万分の一以
上   

地形図 方位及び土地の境界線 
二千五百分の
一以上 

等高線は、二メートルの標高差を示すもの
とすること。 

土地の平面図 

方位及び土地の境界線並びに盛土又は切土
をする土地の部分、崖、擁壁、崖面崩壊防
止施設、排水施設及び地滑り抑止ぐい又は
グラウンドアンカーその他の土留の位置 

二千五百分の
一以上 

断面図を作成した箇所に断面図と照合で
きるように記号を付すること。 
植栽、芝張り等の措置を行う必要がない場
合は、その旨を付すること。 
擁壁、崖面崩壊防止施設及び排水施設につ
いては、申請書と照合できるように番号を
付すること。 

土地の断面図 盛土又は切土をする前後の地盤面 二千五百分の
一以上 

高低差の著しい箇所について作成するこ
と。 

排水施設の平
面図 

排水施設の位置、種類、材料、形状、内 法
寸法、勾配及び水の流れの方向並びに吐口
の位置及び放流先の名称 

五百分の一以
上 

  

崖の断面図 

崖の高さ、勾配及び土質（土質の種類が二
以上であるときは、それぞれの土質及びそ
の地層の厚さ）、盛土又は切土をする前の
地盤面並びに崖面の保護の方法 

五十分の一以
上 

擁壁で覆われる崖面については、土質に関
する事項は示すことを要しない。 

擁壁の断面図 

擁壁の寸法及び勾配、擁壁の材料の種類及
び寸法、裏込めコンクリートの寸法、透水
層の位置及び寸法、擁壁を設置する前後の
地盤面、基礎地盤の土質並びに基礎ぐいの
位置、材料及び寸法 

五十分の一以
上   

擁壁の背面図 
擁壁の高さ、水抜穴の位置、材料及び内径
並びに透水層の位置及び寸法 

五十分の一以
上   

崖面崩壊防止
施設の断面図 

崖面崩壊防止施設の寸法及び勾配、崖面崩
壊防止施設の材料の種類及び寸法、崖面崩
壊防止施設を設置する前後の地盤面、基礎
地盤の土質並びに透水層の位置及び寸法 

五十分の一以
上   

崖面崩壊防止
施設の背面図 

崖面崩壊防止施設の寸法、水抜穴の位置、
材料及び内径並びに透水層の位置及び寸法 

五十分の一以
上 

水抜穴及び透水層に係る事項については、
必要に応じて記載すること。 

 二～五（略） 
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六 盛土又は切土をしようとする土地及びその付近の状況を明らかにする写真 

七 許可を受けようとする者が個人であるときは、住民票の写し若しくは個人番号カード（行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第

七項に規定する個人番号カードをいう。以下この条及び第十六条第三項第一号イにおいて同じ。）の写

し又はこれらに類するものであつて、氏名及び住所を証する書類 

八 許可を受けようとする者が法人であるときは、次に掲げる書類 

イ 登記事項証明書 

ロ 役員の住民票の写し若しくは個人番号カードの写し又はこれらに類するものであつて氏名及び住

所を証する書類 

九～十二（略） 

２ （略） 

一 次の表に掲げる図面  
図面の種類 明示すべき事項 縮尺 備考 

位置図 方位、道路及び目標となる地物 
一万分の一
以上 

  

地形図 方位及び土地の境界線 
二千五百分
の一以上 

等高線は、二メートルの標高差を示すもの
とすること。 

土地の平面図 

方位及び土地の境界線並びに勾配が十分の
一を超える土地における堆積した土石の崩
壊を防止するための措置を講ずる位置及び
当該措置の内容、空地の位置、柵その他これ
に類するものを設置する位置、雨水その他
の地表水を有効に排除する措置を講ずる位
置及び当該措置の内容並びに堆積した土石
の崩壊に伴う土砂の流出を防止する措置を
講ずる位置及び当該措置の内容 

五百分の一
以上 

断面図を作成した箇所に断面図と照合で
きるように記号を付すること。 
空地、雨水その他の地表水による堆積した
土石の崩壊を防止するための措置及び堆
積した土石の崩壊に伴う土砂の流出を防
止する措置については、申請書と照合でき
るように番号を付すること。 

土地の断面図 土石の堆積を行う土地の地盤面 
五百分の一
以上 

  

二～三（略） 

四 土石の堆積を行おうとする土地及びその付近の状況を明らかにする写真 

五 許可を受けようとする者が個人であるときは、住民票の写し若しくは個人番号カードの写し又はこ

れらに類するものであつて、氏名及び住所を証する書類 

六 許可を受けようとする者が法人であるときは、次に掲げる書類 

イ 登記事項証明書 

ロ 役員の住民票の写し若しくは個人番号カードの写し又はこれらに類するものであつて氏名及び住

所を証する書類 

 特定盛土等規制区域内で行う工事で、一定規模の工事を行う場合には、法第２

７条第１項に基づく届出が必要です。届出は、工事に着手する３０日前までに行

う必要があります。 

 届出を行う宅地造成等及び土石の堆積の規模は、特定盛土等規制区域内で、届

出の規模以上かつ許可が必要な規模未満のものです。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
※特定盛土等規制区域内
の規制行為として「宅地

造成」は法で規定されて
いません。しかし、特定
盛土等規制区域内で行わ

れる宅地造成についても
「宅地において行う盛土
その他の土地の形質変更」

に該当し、特定盛土等に
包含されることから、特
定盛土等規制区域内で行

われる宅地造成も規制対
象となります
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「特定盛土等」の届出は、省令別記様式第１９に必要な書類を添えて行って

ください。添付書類は、次のとおりです。 

① 次の表に掲げる図面 

図面の種類 明示すべき事項 縮尺 備考 

位置図 方位、道路及び目標となる地物 
1/10000
以上   

地形図 方位及び土地の境界線 
1/2500
以上 

等高線は、二メートルの標高差を示す
ものとすること。 

土地の平面
図 

方位及び土地の境界線並びに盛
土又は切土をする土地の部分、
崖、擁壁、崖面崩壊防止施設、排
水施設及び地滑り抑止ぐい又は
グラウンドアンカーその他の土
留の位置 

1/2500
以上 

断面図を作成した箇所に断面図と照合
できるように記号を付すること。 
植栽、芝張り等の措置を行う必要がな
い場合は、その旨を付すること。 
擁壁、崖面崩壊防止施設及び排水施設
については、申請書と照合できるよう
に番号を付すること。 

土地の断面
図 

盛土又は切土をする前後の地盤
面 

1/2500
以上 

高低差の著しい箇所について作成する
こと。 

排水施設の
平面図 

排水施設の位置、種類、材料、形
状、内 法

のり
寸法、勾配及び水の

流れの方向並びに吐口の位置及
び放流先の名称 

1/500以
上   

崖の断面図 

崖の高さ、勾配及び土質（土質の
種類が二以上であるときは、そ
れぞれの土質及びその地層の厚
さ）、盛土又は切土をする前の地
盤面並びに崖面の保護の方法 

1/50 以
上 

擁壁で覆われる崖面については、土質
に関する事項は示すことを要しない。 

擁壁の断面
図 

擁壁の寸法及び勾配、擁壁の材
料の種類及び寸法、裏込めコン
クリートの寸法、透水層の位置
及び寸法、擁壁を設置する前後
の地盤面、基礎地盤の土質並び
に基礎ぐいの位置、材料及び寸
法 

1/50 以
上 

  

擁壁の背面
図 

擁壁の高さ、水抜穴の位置、材料
及び内径並びに透水層の位置及
び寸法 

1/50 以
上 

  

崖面崩壊防
止施設の断
面図 

崖面崩壊防止施設の寸法及び勾
配、崖面崩壊防止施設の材料の
種類及び寸法、崖面崩壊防止施
設を設置する前後の地盤面、基
礎地盤の土質並びに透水層の位
置及び寸法 

1/50 以
上   

崖面崩壊防
止施設の背
面図 

崖面崩壊防止施設の寸法、水抜
穴の位置、材料及び内径並びに
透水層の位置及び寸法 

1/50 以
上 

水抜穴及び透水層に係る事項について
は、必要に応じて記載すること。 

② 盛土又は切土をしようとする土地及びその付近の状況を明らかにする写真 

③ 届出をしようとする者が個人であるときは、住民票の写し若しくは個人番号

カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第七項に規定する個人番号カ

ードをいう。以下この条及び第十六条第三項第一号イにおいて同じ。）の写し

又はこれらに類するものであつて、氏名及び住所を証する書類（個人番号の

記載がある場合には、黒塗りしてください。） 

④ 届出をしようとする者が法人であるときは、次に掲げる書類 

 登記事項証明書 

 役員の住民票等氏名及び住所を証する書類（個人番号の記載がある場合

には、黒塗りしてください。） 
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  土石の堆積の届出は省令別記様式第２０に必要な書類を添付して行ってくだ

さい。添付書類は、省令第５８条第２項第１号で準用する省令第７条第２項第１

号、第４号、第５号及び第６号に定める書類等で、次のとおりです。 

① 次の表に掲げる図面 

図面の種類 明示すべき事項 縮尺 備考 

位置図 方位、道路及び目標となる地物 
1/10000
以上 

  

地形図 方位及び土地の境界線 
1/2500
以上 

等高線は、二メートルの標高差を示す
ものとすること。 

土地の平面
図 

方位及び土地の境界線並びに勾
配が十分の一を超える土地にお
ける堆積した土石の崩壊を防止
するための措置を講ずる位置及
び当該措置の内容、空地の位置、
柵その他これに類するものを設
置する位置、雨水その他の地表水
を有効に排除する措置を講ずる
位置及び当該措置の内容並びに
堆積した土石の崩壊に伴う土砂
の流出を防止する措置を講ずる
位置及び当該措置の内容 

1/500 以
上 

断面図を作成した箇所に断面図と照
合できるように記号を付すること。 
空地、雨水その他の地表水による堆積
した土石の崩壊を防止するための措
置及び堆積した土石の崩壊に伴う土
砂の流出を防止する措置については、
申請書と照合できるように番号を付
すること。 

土地の断面
図 

土石の堆積を行う土地の地盤面 
1/500 以
上 

  

② 土石の堆積を行おうとする土地及びその付近の状況を明らかにする写真 

③ 許可を受けようとする者が個人であるときは、住民票の写し若しくは個人番

号カードの写し又はこれらに類するものであつて、氏名及び住所を証する書

類（個人番号の記載がある場合には、黒塗りしてください。） 

④ 許可を受けようとする者が法人であるときは、次に掲げる書類 

 登記事項証明書 

 役員の住民票等、氏名及び住所を証する書類（個人番号の記載がある場

合には、黒塗りしてください。） 

 


